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管理グループ

　室の一般庶務事項を掌理するとともに、室内の連絡調整に関する事務を実施した。

１　府有財産の管理

公共職業安定所の府有財産部分について、大阪労働局との賃貸借契約事務を行うと　ともに、同施設の維持管理を行った。

＜公共職業安定所（府有財産）貸付状況＞

	施設名称
	貸付物件

	
	土　地（㎡）
	建　物（㎡）
	工作物（個）

	泉大津公共職業安定所
	946.25
	──
	──


	
	令和元年度
	平成30年度
	平成29年度

	貸付収入済額（円）
	3,739,500
	5,191,200
	9,549,100


企画グループ

１　雇用推進室施策の企画立案
　　雇用推進室施策に関する企画立案及び連絡調整を行った。

２　大阪雇用対策会議への参画

大阪府と大阪労働局、近畿経済産業局、大阪市、堺市、連合大阪（日本労働組合　　　　総連合会大阪府連合会）、（公社）関西経済連合会、大阪商工会議所の８者で構成し、大阪府域における雇用創出・確保と雇用失業情勢の改善を目的に、オール大阪で雇用対策に取り組む大阪雇用対策会議に参画している。

３　大阪府雇用対策協定
大阪府及び大阪労働局で構成する大阪府雇用対策協定運営協議会を開催し、協定に基づき連携する取組について、当該年度の実績の評価と次年度の計画の策定を行った。
　　
労政・労働福祉グループ

１　総合労働事務所の管理・運営

労働行政を効率的・効果的に推進するため、総合労働事務所の管理運営を行った。

	
	令和元年度
	平成30年度
	平成29年度

	予算額（千円）
	90,258（2,698）
	89,063（965）
	88,937（965）

	決算額（千円）
	86,174（2,419）
	84,668（965）
	88,937（965）


＊総合労働事務所執行分を含む。

＊（　）は国庫支出金で、内数。

〔総合労働事務所の事業〕

・労使関係総合調査（労働組合基礎調査、労働争議統計調査、実態調査）

・一般労働事情調査（労働関係調査、賃上げ・一時金調査等）

・労働相談事業

・集団的労使紛争解決支援

・地域労働ネットワーク推進事業

・労働関係法令、職場でのハラスメント防止の周知や、ワーク・ライフ・バランスにかかる啓発などのリーフレット・冊子の作成、配布

２　勤労者生活安定化事業

中小零細企業で働く労働者や非正規労働者等の待遇改善等を行うことにより労働環境向上を図るため、総合労働事務所において、事業主に中小企業の事業主を対象に労働法令の基礎知識・働き方改革に関する情報提供を行う中小企業労働環境向上塾や、若者を対象とした若者等へのワークルール等啓発事業を実施した。

	
	令和元年度
	平成30年度
	平成29年度

	予算額（千円）
	1,214
	1,221
	1,828

	決算額（千円）
	1,126
	1,015
	1,391


３　ホームワークサポート事業

　　在宅での就業（内職及び在宅ワーク）を希望する就職困難者等への就業支援策として、労働条件の確保・向上を図るため、ワーカーのニーズに応じた在宅就業の情報の収集・提供、ポータルサイトの設置運営及び相談等を行う本事業について、令和元年7月1日から令和2年3月31日の事業期間で一般競争入札を実施し、受注者（社会福祉法人大阪府家内労働センター）を決定した。
　　受注者の決定に要する期間を考慮し、4月から6月までの間、前年度事業を委託していた社会福祉法人大阪府家内労働センターに随意契約により事業委託を行った。

	
	平成31年4月～令和元年6月
	令和元年７月～2年3月
	平成30年

4月～6月
	平成30年７月～31年3月
	平成29年

4月～6月
	平成29年７月～30年3月

	予算額（千円）
	2,321
	2,263
	2,207

	決算額（千円）
	562
	1,739
	555
	1,686
	  518
	  1,666

	
	2,301
	2,241
	2,184


	電話相談数（件）
	877
	2,111
	978
	2,144
	　1,057
	  2,559

	ポータルサイトのアクセス数（件）
	151,963
	289,907
	126,963
	410,465
	74,502
	233,738

	
	441,870
	537,428
	308,240


４　府立労働センターの運営

労働組合の健全な発展並びに労働者の教養の向上及び福祉の増進に資する集会、催物　　などの場を提供するために、設置している労働センターの適切な運営に努めた。

（平成11年度から利用料金制度を導入、平成18年度から指定管理者制度を導入）
(1) 指定管理者　共同事業体エル・プロジェクト
（構成団体：一般財団法人大阪労働協会、大林ファシリティーズ株式会社、株式会社コングレ）

(2) 利用状況

	
	令和元年度
	平成30年度
	平成29年度

	
	利用件数
	利用人数
	利用件数
	利用人数
	利用件数
	利用人数

	会議室
	11,399件
	588,979人
	12,309件
	637,464人
	12,383件
	633,899人

	ホール     
	217件
	173,817人
	249
	199,449
	241
	195,345

	集会室
	264件
	17,560人
	298
	19,920
	290
	20,920

	駐車場
	25,062台
	－
	27,487台
	－
	28,389台
	－

	小計
	36,942
	780,356
	40,343
	856,833
	41,303
	850,164

	講師準備室
	263
	1,052
	314
	1,256
	307
	1,228

	多目的ﾎｰﾙ
	312
	24,480
	307
	24,800
	283
	22,640

	展示室
	297
	－
	292
	－
	302
	－

	小計
	872
	25,532
	913
	26,056
	892
	23,868

	合計
	37,814
	805,888
	41,256
	882,889
	42,195
	874,032


根拠法令　　大阪府立労働センター条例（昭和53年大阪府条例第29号）

　
(3) 省エネルギー事業

ESCO事業を行い、施設の省エネルギー化を進め、光熱水費の削減に努めた。

	
	令和元年度 
	平成30年度
	平成29年度

	予算額(千円)
	7,697（8,464）
	7,557（8,310）
	7,557 (8,310)

	決算額(千円)
	7,697（8,464）
	7,557（8,310）
	7,557 (8,310)


　　＊実削減額が保障額を超えているためESCOサービス料は一定額（7,557千円）とする。

事業年度：平成17～令和元年度
＊表中（　）はその他財源で、歳入を表す。
５　労働福祉施設の整備等

労働福祉施設の維持管理に努めるほか、改修・補修を行った。

	
	施  設  名
	施 工 内 容
	金額(千円)

	令和元年度
	大阪府立労働センター他
	本館昇降機改修工事他１２件
	103,664

	平成30年度
	大阪府立労働センター他
	自動火災報知設備改修工事他7件
	10,391

	平成29年度
	大阪府立労働センター他
	外壁漏水その他補修工事他8件
	6,168


　　＊平成28年度の受電設備改修工事（19,636千円）、平成30年度の自動火災報知設備改修工事（5,343千円）は公共建築室において執行。（上記金額の内数）
６　公正採用選考人権啓発推進員制度に基づく就職差別解消施策の推進

	
	令和元年度
	平成30年度
	平成29年度

	予算額（千円）
	4,056
	4,016
	3,816

	決算額（千円）
	3,492
	3,816
	3,668


　　＊(6)を含まない。

就職差別をなくすために国（大阪労働局）と大阪府との共管事務である「公正採用選考人権啓発推進員制度」を機軸に、大阪労働局の監督指導と連携して、「具体的な就職差別につながる問題事象への対応」と「防止にむけた啓発等」を総合的に行うため、次の事業を行った。

(1) 「公正採用選考人権啓発推進員」の設置勧奨及び研修の実施

(2) 大学等における問題事象の具体的把握と改善

(3) 公正採用・雇用促進会議の運営

(4) 「大阪企業人権協議会」の事業協力

(5) 就職差別撤廃月間の設定（6月）及び月間中の各種啓発事業の実施

根拠法令：労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用の安定及び
職業生活の充実等に関する法律、職業安定法

(6) 公正採用選考ステップアップ研修

　　　　公正採用選考人権啓発推進員や人事労務の担当者等が、職場内で人権啓発研修を実施する際に必要な知識と実践力を習得するための研修を実施した。

実施回数1回　受講者数延べ94人
※新型コロナウィルス感染症の影響により１回は中止となった。
	
	令和元年度
	平成30年度
	平成29年度

	予算額（千円）
	1,605
	1,225
	1,333

	決算額（千円）
	891
	766
	1,015


　　　＊経済産業省の人権啓発支援推進委託費

７　地域自殺対策強化事業

国の地域自殺対策強化交付金を活用して、職場におけるメンタルヘルス対策を支援し、労働者の自殺防止と安全衛生対策及び事務所の安定化を図るため、総合労働事務所において、メンタルヘルス専門相談と、府内事業所事務所におけるメンタルヘルス推進担当者を養成するための研修会を実施した。

・メンタルヘルス専門相談　　相談者数　33人
・職場のメンタルヘルス推進担当者養成研修会

　　実施回数 1回　受講者数延べ 139人

	
	令和元年度
	平成30年度
	平成29年度

	予算額（千円）
	2,636（1,318）
	2,738（1,369）
	2,657（1,329）

	決算額（千円）
	2,077（1,039）
	2,581（1,289）
	2,426（1,213）


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（　）内は一般財源で内数
８　女性キャリア継続応援事業
女性が安心して働き続けていくための労働関係法をわかりやすく解説した女性のための働くルールＢＯＯＫの改訂・配布及び、職場における育児・介護休業等への理解促進を進めるための女性の離職防止セミナーを実施した。
　　・女性のための働くルールＢＯＯＫ改訂増刷・配布7.8万部

・女性の離職防止セミナーを開催
セミナー参加者数：53人　情報提供数：848件
	
	令和元年度
	平成30年度
	平成29年度

	予算額（千円）
	812
	826
	850

	決算額（千円）
	676
	788
	787


９　ワーク・ライフ・バランス推進啓発事業
　府内の中小企業事業主・人事労務担当者、労働者を対象に、長時間労働の是正や年次有給休暇の積極的な取得を働きかけ、ワーク・ライフ・バランスの実現、休み方改善を含めた「働き方改革」の気運の醸成を図る。あわせて中小零細企業の経営者、労働者が新たな法制度の理解と円滑な対応を行えるよう法や制度の周知啓発を行った。
・街頭キャンペーン：府内８か所の駅周辺で啓発グッズ配布　19,890個
・シンポジウム参加者　111名

	
	令和元年度

	予算額（千円）
	819

	決算額（千円）
	819


労働対策グループ
１　公益財団法人西成労働福祉センターに対する指導とその運営助成

あいりん地域労働者に対する無料職業紹介、労働災害など職業に関する相談などを公益財団法人西成労働福祉センターを通じて実施し、センター業務の運営について指導を行うとともに、助成を行った。
	
	令和元年度
	平成30年度
	平成29年度

	予算額（千円）
	352,811
	403,670
	357,896

	決算額（千円）
	329,552
	403,668
	352,803


　　　※　補助金交付先　　公益財団法人西成労働福祉センター 

２　求人確保

あいりん地域の労働者（特に就労環境の厳しい高齢労働者）の就労確保を図るため、ホームページなどにより関係業界の事業主に対し協力依頼を行うとともに、公益財団法人西成労働福祉センターに対し、求人の確保について指導を行った。

３　就労経路の正常化

あいりん地域の労働者に対する求人活動の適正化・雇用関係の改善について、関係機関と連携し、業界などに啓発・指導を行った。

　　根拠法令　　職業安定法

　　　　　　　　建設労働者の雇用の改善等に関する法律

４　大阪市のあいりん地域対策に対する助成

あいりん地域の居住者及び生活困窮者に対し、大阪市が社会福祉法人大阪社会医療　センターを通じて実施した無料低額診療に対して、労働福祉対策の一環として、助成した。

	
	令和元年度
	平成30年度
	平成29年度

	予算額（千円）
	12,000
	12,000
	12,000

	決算額（千円）
	12,000
	12,000
	12,000


　　　※　補助金交付先　　大阪市 

５　あいりん地域の高齢労働者に対する特別就労事業の実施

(1) あいりん地域の高齢労働者の雇用確保及びあいりん労働福祉センターの環境美化を図ることを目的に、公益財団法人西成労働福祉センターが実施するあいりん労働福祉センターの特別清掃事業に対して補助してきたが、耐震化による建替えに伴うあいりん労働福祉センターの閉鎖により、平成30年度で事業終了した。
　
	
	令和元年度
	平成30年度
	平成29年度

	予算額（千円）
	―
	69,503
	69,503

	決算額（千円）
	―
	69,503
	69,503


　　　※　補助金交付先　　公益財団法人西成労働福祉センター 

(2) あいりん地域の高齢労働者の雇用の安定と旧あいりん労働福祉センター敷地周辺の環境美化を図るため清掃事業を実施した。

　　　・従事者数　　1,736人日
	
	令和元年度

	予算額（千円）
	28,244

	決算額（千円）
	28,241


    ※　委託先　公益財団法人　西成労働福祉センター
(3) あいりん地域の高齢労働者の雇用の安定と就労による自立を図るため、府管理の道路敷、河川敷等の除草清掃作業等及び西成労働福祉センター周辺での清掃、求人車両の誘導、歩行者の安全確保を実施した。

　　　・従事者数　　28,730人日

	
	令和元年度
	平成30年度
	平成29年度

	予算額（千円）
	271,432
	236,211
	246,858

	決算額（千円）
	271,303
	236,205
	246,789


※　委託先　特定非営利活動法人 釜ヶ崎支援機構

６　あいりん地域の不安定労働者に対する就労支援事業の実施
　　　あいりん地域の55歳未満の不安定労働者の安定就労を図り、常用雇用への促進・定着を目的に、中間的就労協力事業所に対し就労確保助成金を支給することで、就業による自立を促進する業務を委託した。
　　（平成30年度より開始したモデル事業）
　　　・中間的就労者数　15人　
・協力事業所数　　10社

	
	令和元年度
	平成30年度

	予算額（千円）
	19,848
	10,647

	決算額（千円）
	17,243
	6,453


※　委託先　大阪ホームレス就業支援センター運営協議会

７　ホームレス就労自立支援事業の実施　
(1) 大阪ホームレス就業支援センター運営事業

ホームレスの方等の就業機会の確保のため、広く民間などから軽作業をはじめと　する仕事を開拓し提供するなど、様々な就業支援を行う｢大阪ホームレス就業支援センター｣を運営する大阪ホームレス就業支援センター運営協議会に対し補助した。
	
	令和元年度
	平成30年度
	平成29年度

	予算額（千円）
	4,545
	4,500
	4,500

	決算額（千円）
	4,425
	4,434
	4,361


(2) ホームレス対策推進事業の実施

ホームレス自立支援センター入所者の就業機会の増加及び就業意欲の向上を図る　観点から、都市整備部が指定する公園、道路及び河川敷の除草・清掃作業等を実施し、常用就職などへ円滑に誘導した。

①　公園（公園費）

　　　・実施箇所　大泉緑地

　　　・従事者数　64人日
	
	令和元年度
	平成30年度
	平成29年度

	予算額（千円）
	887
	872
	877

	決算額（千円）
	871
	853
	845


　　　　※　委託先　特定非営利活動法人 釜ヶ崎支援機構
②　道路（道路橋りょう費）

　　　・実施箇所　大阪臨海線（忠岡町忠岡南３丁目）
岸和田牛滝山貝塚線（貝塚市清児）　　　　　　　　　

　　　・従事者数　63人日

	
	令和元年度
	平成30年度
	平成29年度

	予算額（千円）
	1,000
	1,000
	1,000

	決算額（千円）
	1,000
	920
	　898


　　　　※　委託先　特定非営利活動法人 釜ヶ崎支援機構

3 　河川敷 （河川砂防費）

・実施箇所　寝屋川護岸（大阪市鶴見区今津北１丁目）

　　　　　　平野川旧河川敷（八尾市竹渕１丁目）            

　　　・従事者数　32人日

	
	令和元年度
	平成30年度
	平成29年度

	予算額（千円）
	500
	500
	500

	決算額（千円）
	469
	484
	470


※　委託先　特定非営利活動法人 釜ヶ崎支援機構
８　西成労働福祉センターの耐震化対策の推進
西成労働福祉センターの耐震化を検討するため、西成区が主催する「あいりん地域まちづくり会議」への参画と併せ、専門部会である「労働施設検討会議」の事務局として、地域住民や関係団体等との協議を進めた。

令和元年度は「労働施設検討会議」を10回開催し、本移転施設の機能、配置等について議論、検討を行った。
第47回労働施設検討会議（令和元年12月23日開催）にて新労働施設の配置場所は南側とすることが決定され、以下のとおりの付帯意見が付された。
１. センター跡地の北側に設けられる住民福利並びににぎわいづくりのゾーニングは3月までに決定してほしい。
２. その中身についてはこれまでの地域の人たちの要望並びに文脈を踏まえて早急に具体的な案を作ってほしい。
３. センター跡地の売却については、認めない。

 (1) あいりん地域まちづくり会議（事務局：西成区役所）
　下記の会議に参加した。
　　第11回　　令和2年3月23日
 (2) 労働施設検討会議（事務局：大阪労働局、大阪府）
　　第40回 平成31年4月～第49回 令和2年2月

令和元年7月、令和2年3月除く毎月開催　　計10回開催

(3) 労働施設の耐震化のための調査業務
	
	令和元年度
	平成30年度
	平成29年度

	予算額（千円）
	968
	962
	2,456

	決算額（千円）
	957
	918
	2,456


※　委託先　寺川　政司（近畿大学建築学部准教授）
「西成労働福祉センター基本構想策定検討業務」
　　　　西成労働福祉センターの基本構想策定に係る地域の合意形成に向け、機能検討及び規模、具体的配置案の検討のとりまとめ、類似事例の検証、労働施設検討会議の事務運営等の業務を委託した。

(4) あいりん総合センターの解体撤去
	
	令和元年度
	平成30年度
	平成29年度

	予算額（千円）
	7,986
	1,360
	－

	決算額（千円）
	　693
	1,272
	－


　 ※　委託先　　株式会社エルエフ関西

「あいりん総合センターアスベスト含有調査業務」

　令和２年度末に予定されるあいりん総合センターの解体撤去工事に向け、アス
ベスト含有調査の業務を委託した。
(5)旧あいりん労働福祉センター維持管理業務
	
	令和元年度
	平成30年度
	平成29年度

	予算額（千円）
	3,160
	－
	－

	決算額（千円）
	3,103
	－
	－


※　委託先　　公益財団法人西成労働福祉センター
　　「旧あいりん労働福祉センター維持管理業務」
あいりん公共職業安定所及び西成労働福祉センターの仮移転に伴い、閉鎖することとなった「旧あいりん労働福祉センター」の周辺巡回業務及び機械警備等の管理業務を実施した。

（6）労働施設移転に伴う、仮移転施設敷地一時使用契約の締結業務

	
	令和元年度
	平成30年度
	平成29年度

	予算額（千円）
	7,440
	－
	－

	決算額（千円）
	7,440
	－
	－


※　契約先　　南海電気鉄道株式会社
　　「仮移転施設敷地一時使用契約の締結業務」
　　　　労働施設移転に伴い、平成31年4月1日から南海電鉄高架下区画を仮移転施設の敷地として、南海電鉄より仮受けるにあたり契約の締結を行った。
雇 用 推 進 室　　就 業 促 進 課
　就業支援グループ・・・・・・・・・・・・・・123
企業支援グループ・・・・・・・・・・・・・・128
キャリア支援グループ・・・・・・・・・・・・130
障がい者雇用促進グループ・・・・・・・・・・134
女性就業推進グループ・・・・・・・・・・・・137
　　
就業支援グループ
OSAKAしごとフィールドの運営を通じて、高年齢者や障がい者など、就職に困難性を有する求職者をはじめ、働きたいと思っているすべての人の安定就業に向けた支援を実施した。また、市町村における就業施策の推進に向けた支援を実施した。

１　ＯＳＡＫＡしごとフィールドの運営

	
	事業名
	令和元年度
	事業名
	平成30年度
	平成29年度

	予算額（千円）
	OSAKAしごとフィールド運営事業
	
	OSAKAしごとフィールド運営事業
	
	

	
	
	OSAKAしご
とフィールド
運営事業
	112,966
	
	OSAKAしごとフィールド運営事業
	114,177
	131,453


	
	
	公民協働人材
確保推進事業
	166,455
	
	女性・若者働き方改革推進事業
	90,617
	75,909

	
	
	企業主導型保育
事業推進事業
	26,916
	
	企業主導型保育事業推進事業
	32,335
	20,217

	
	合計
	306,337
	合計
	237,129
	227,579

	決算額（千円）
	OSAKAしごとフィールド運営事業
	
	OSAKAしごとフィールド運営事業
	
	

	
	
	OSAKAしご
とフィールド
運営事業
	111,383
	
	OSAKAしごとフィールド運営事業


	111,091
	125,447


	
	
	公民協働人材
確保推進事業
	154,539
	
	女性・若者働き方改革推進事業
	87,794
	70,290



	
	
	企業主導型保育
事業推進事業
	26,378
	
	企業主導型保育事業推進事業
	32,136
	19,940

	
	合計
	292,300
	合計
	231,021
	215,677


大阪府における雇用の現状や、社会経済情勢とともに変化する企業の人材ニーズに対応するため、これまでの「OSAKAしごと館」の求職者支援機能を強化するとともに、求職者支援などをハローワークと一体的に実施する「OSAKAしごとフィールド」を平成25年9月2日に開設し、平成26年4月21日には、保活と就活を一体的に支援する「働くママ応援コーナー」を設置した。

平成29年5月１日より、社会環境の変化やニーズに柔軟に対応できる体制を確立するため、リニューアルを行った。さらに、平成29年6月1日より、民間保育所と連携し、子どもの一時保育サービスを実施した。

また、OSAKAしごとフィールド内に設置されている大阪府地域若者サポートステーション、大阪東ハローワークコーナー、シニア就業促進センターと協働し、OSAKAしごとフィールド利用者のサポートを実施している。

(1)OSAKAしごとフィールド運営事業
「OSAKAしごとフィールド」においては、若者、女性、中高年齢者、障がい者などの働きたいと思う全ての求職者に対して、カウンセリングやセミナー、職場体験などを行うとともに、一体的に実施するハローワークの豊富な求人情報を提供するなど、きめ細かな就業支援を行った。特に、精神・発達障がいの可能性のある方やLGBT等性的マイノリティの方など就職に困難性を有する求職者を対象とした手法の充実を図った。また、「働くママ応援コーナー」において、仕事と子育ての両立をめざす方向けに希望条件を踏まえたキャリアカウンセリングや、無理なく働くための保育や生活に関するカウンセリングを実施するとともに、民間保育所と連携し、OSAKAしごとフィールドでの支援サービスの利用や面接などの就職活動を行う間に、子どもの一時保育サービスを実施した。

(2)公民協働人材確保推進事業

厚生労働省の地域活性化雇用創造プロジェクト補助金や、内閣府の地方創生推進交付金を活用して、人材を必要とする業界（製造関連、運輸関連、建設関連、インバウンド関連）の団体などと協働し、「業界のイメージアップ（魅力発信）」と「人材（正社員）確保」の取組みを実施した。

(3)企業主導型保育事業推進事業

企業向け相談窓口の設置、企業向けセミナー等を実施し、平成28年４月に仕事と子育ての両立に資することを目的として内閣府が創設した「企業主導型保育事業」を活用した企業主導型保育施設の設置や利用を促進した。
(4)OSAKAしごとフィールドの利用状況
	
	令和元年度
	平成30年度
	平成29年度

	来場者数
	22,795人
	22,761人
	26,345人

	
	新規登録者数
	14,071人
	14,178人
	15,909人

	就職決定者数
	6,887人
	7,103人
	8,023人

	新規登録企業数
	740社
	974社
	612社


(5)セミナー開催状況

	
	令和元年度
	平成30年度
	平成29年度

	求職者向け

セミナー
	開催回数（回）
	667回
	539回
	495回

	
	参加人数（人）
	8,876人
	6,176人
	5,378人

	企業向け

セミナー
	開催回数（回）
	135回
	156回
	73回

	
	参加企業（社）
	1,744社
	2,447社
	1,515社


２　市町村就職困難者就労支援バックアップ事業の推進

	
	令和元年度
	平成30年度
	平成29年度

	予算額（千円）
	272
	272
	272

	決算額（千円）
	97
	94
	160


　　

市町村が実施する「就労支援事業」について、大阪府・市町村就労支援事業推進協議会の運営や解決困難なケースの支援、市町村就職困難者就労支援担当職員などの養成講座・研修会の開催などのバックアップ事業を展開した。

(1) 大阪府・市町村就労支援事業推進協議会の運営

府及び市町村が共通認識の下、就労支援事業について理解を深めるとともに事業の効率的・効果的な実施を図るため、諸課題の整理、問題点の解決、情報交換などを行った。

【総会】

　　○開催日時：令和元年8月28日（水）
○場　　所：府立労働センター（エル・おおさか）

　　○内　　容：平成30年度事業報告並びに令和元年度事業計画（案）等
【地域ブロック部会】（大阪市、北大阪、北河内、中河内、南河内、堺市、阪南）

　　○7ブロック各2回実施（10月、3月）

　　○内　容：事業紹介及び意見交換　など
 (2) 就労支援ケース連絡協議会の運営

地域での雇用・就労が困難なケースや広域的支援が必要なケースなどについて協議・調整し、適切な支援メニューへの誘導を行った。
(3) 市町村就職困難者就労支援担当職員養成講座の実施

就職困難者就労支援事業の中心的な役割を担う担当職員が就職困難者などに多様な支援を行えるよう養成講座を実施した。

　　○開催日時：令和元年5月29日（水）

　　○場　　所：府立労働センター（エル・おおさか）
　　○内　　容：　・地域就労支援事業の意義と地域就労支援コーディネーターの役割

　　　　　　　　　・（一社）おおさか人材雇用開発人権センターについて

　　　　　　　　　・相談業務に必要な基礎知識について
　　　　　　　　　・大阪府の障がい者雇用に関する企業及び求職者支援

　　○参 加 者：16名

　　○修 了 者：14名

(4) 市町村就職困難者就労支援担当職員等研修会の開催

就職困難者就労支援事業の中心的な役割を担う担当職員の相談スキルの向上と担当職員間の交流・情報共有のための研修会を実施した。

　　○実施回数：1回

　　○内　　容：ハローワーク等との意見交換会

３　人材雇用開発支援事業

	
	令和元年度
	平成30年度
	平成29年度

	予算額（千円）
	7,404
	7,404
	7,404

	決算額（千円）
	6,054
	6,189
	6,099


府内市町村が進める地域就労支援事業と連携し、就職に困難性を有する求職者に対して、府内に所在する主要企業を主会員への雇用を促進するため、求人開拓や、求職者に対する就職支援・定着支援を一元的、計画的に推進する団体に対して補助を行った。
· 補助金交付先　　一般社団法人おおさか人材雇用開発人権センター
４　支援学校等生徒への雇用支援

	
	令和元年度
	平成30年度
	平成29年度

	予算額（千円）
	15,345
	15,345
	15,345

	決算額（千円）
	16,695
	16,560
	16,515


企業に対する障がい者の雇用を促進するため、教育庁と連携して、支援学校など生徒の就職支援事業を実施する団体に対して補助を行った。

※　補助金交付先　　一般社団法人おおさか人材雇用開発人権センター
５　高年齢者等の雇用・就業対策の推進

 (1) 定年退職者などにおける就業機会の確保の推進

定年退職後などにおいて、臨時的かつ短期的な就業又はその他の軽易な業務に係る就業を希望する高年齢者を支援するため、次の事業を行った。

　　・公益社団法人大阪府シルバー人材センター協議会の指導・育成

	
	令和元年度
	平成30年度
	平成29年度

	予算額（千円）
	5,895
	5,895
	5,895

	決算額（千円）
	5,895
	5,895
	5,895


府内のシルバー人材センター事業を促進し、関係機関との連絡調整を図るため、シルバー人材センター連合として指定した公益社団法人大阪府シルバー人材センター協議会の安全・適正就業推進事業などに対する助成を行い、府内シルバー人材センター事業の発展・拡充に努めた。
(2)中小企業に対する高年齢者雇用に関するセミナーの実施
商工会議所と連携し、小規模事業経営支援事業（高年齢者雇用サポート事業）を活用した中小企業に対する高年齢者雇用に関するセミナーを実施。
開催場所〉大阪商工会議所（5支部6回）、高槻商工会議所、東大阪市商工会議所、高石
市商工会議所で開催
(3) 大阪府高年齢者就業機会確保地域連携協議会の運営
高齢者雇用安定法第35条に基づく、高年齢者の多様な就業の機会の確保に関する地域課題の情報共有や高年齢者の多様な就業機会の確保方策について協議を行うための協議会を運営した。
〈構成員〉大阪府、大阪商工会議所、（公社）関西経済連合会、（公社）大阪府シルバー人材センター協議会、（独法）高齢・障害・求職者雇用支援機構大阪支部、（公財）産業雇用安定センター大阪事務所、（一社）大阪府雇用開発協会
〈オブザーバー〉大阪労働局
(4)シニア就業促進センターの運営
上記協議会事業（国委託事業「生涯現役促進地域連携事業」）で設置した、シニア就業促進センターにおいて、高年齢者に対する就業アドバイスや合同企業説明会などを実施した。
企業支援グループ
若者を中心とする求職者の就職促進を図るため、地方創生推進交付金を活用して府内中小企業とのネットワーク構築に努めるとともに、府内中小企業の人材確保を行った。
１ 大阪府プロフェッショナル人材戦略拠点運営事業
	
	令和元年度
	平成30年度
	平成29年度

	予算額（千円）
	41,898
	40,931
	28,604

	決算額（千円）
	41,738
	40,760
	28,466


　　　　府内中堅・中小企業に対して攻めの経営や事業承継への取組みなど、経営改善への意欲を喚起し、プロフェッショナル人材の活用による経営革新の実現を促し、中堅・中小企業とプロフェショナル人材の結びつけのサポートを実施した。
２ 若者・大阪企業未来応援事業
(1)　学生地域就職推進事業
	
	令和元年度

	予算額（千円）
	18,152

	決算額（千円）
	18,049


　　　　府内大学等と連携し、府内企業と学生との交流会やセミナー等のイベントを開催し、就職活動前の早期の段階から府内企業の情報や大阪で働く魅力について理解を深め、府内企業への就職意識の醸成に取り組んだ。
(2)　グローバル人材（外国人留学生）採用・定着支援事業
	
	令和元年度

	予算額（千円）
	12,433

	決算額（千円）
	12,419


関係機関等と連携し、府内企業を対象にセミナーやワークショップ等の開催や採用事例集の作成・配布により、外国人留学生の採用意欲向上に取り組んだ。その他、マッチングの促進や採用後の職場定着支援を実施した。
３ 公民協働人材確保推進事業
(1)　OSAKAしごとフィールド中小企業人材支援センター

	
	令和元年度
	平成30年度
	平成29年度

	予算額（千円）
	166,455
	90,617
	10,730

	決算額（千円）
	154,539
	87,794
	10,722


　　※平成30年度は、女性・若者働き方改革推進事業の一部として実施

　　　人材確保に課題を抱える「製造関連」「運輸関連」「建設関連」「インバウンド関連」業界を中心に、府内中堅・中小企業の採用活動や従業員定着に向けた取組みを支援するため、セミナー等を実施した。また、企業の採用課題や求人ニーズのヒアリングを行い、適切な支援機関へ繋いだ
キャリア支援グループ　
　平成25年9月のOSAKAしごとフィールド開設以降、「職業カウンセリングコーナー」として、大阪府職員が必要な求職者に職業適性に特化した個別の相談を行っていたが、平成27年4月より、個別相談は委託により実施し、当グループは課内他グループの各事業や関係機関等に対する技術支援及び情報提供に注力することとなった。
　また、平成29年5月のOSAKAしごとフィールドのリニューアルにより、大阪府はキャリアカウンセラー等を非常勤職員として雇用し、就職困難者、職種志向の拡大等が必要な求職者等、結婚・出産を機に離職した女性求職者等の支援を重点的に実施することとなった。そのため、当グループは、カウンセラーの技術支援や求職者の支援手法開発を中心に行うこととなった。
１　OSAKAしごとフィールドの非常勤職員に対する技術支援等
(1)　非常勤職員研修

非常勤職員研修の企画・運営を行い、基礎的な研修の実施に係る調整に加え、スキルアップ研修として継続的なスーパーバイズ等の研修を行った。

①　全非常勤職員対象　スキルアップ研修
○医学特別研修

　就職困難者の中には、精神障がい・発達障がいのある求職者や、その可能性を有する求職者もいる。障がいの理解や事例の理解を深め、より実践的な支援方法等を習得するために、精神科医による講義及び精神医学的見地からのスーパーバイズを行った。（講義２回、スーパーバイズ３回実施）

○スキルアップ研修Ⅵ
LGBT等性的マイノリティ当事者に対する理解を深め、支援の在り方について検討し、就業支援に活かすことを目的として、精神保健福祉士の資格を有し、かつ当事者としても就業支援に取り組んでいる講師によるコンサルテーションを行った。（４回実施）

②　アクティブカウンセリングチーム対象　スキルアップ研修

〇スキルアップ研修Ⅱ

求職者の職種志向の拡大等を図り、就職決定につなげるためのカウンセリングに必要なスキル習得や理解を深めることを目的として、経験豊富なキャリアカウンセラーによる講義及びスーパーバイズを行った。（４回実施）
〇スキルアップ研修Ⅳ

主として女性・若者を支援する上でのキャリアコンサルティングの質の向上を目的として、経験豊富なキャリアカウンセラーによる講義及びスーパーバイズを行った。（２回実施）

　　③　チャレンジカウンセリングチーム対象　スキルアップ研修

　　〇スキルアップ研修Ⅰ

就職困難者の就業支援にあたり、事例の理解を深め、より実践的な支援方法等を習得することを目的として、臨床心理士・精神保健福祉士の資格を有し複数の自治体におけるスーパーバイザーとしての経験が豊富な講師による講義及びスーパーバイズを行った。（講義１回、スーパーバイズ４回実施）

　　〇スキルアップ研修Ⅲ

　　　障がい者等の就職に困難性を有する求職者に対する支援手法を習得することを目的として、官公庁が運営する就業支援施設での支援経験が豊富な講師による講義及びスーパーバイズを行った（５回実施）

(2)　適性検査実施に係る助言

求職者の適性の把握をし、自己理解を支援するために実施した職業適性検査結果に基づき、求職者への支援の方向性や助言内容に関して技術的な助言を行った。

　(3) 求職者の支援手法開発

①　カウンセラー業務マニュアル作成　

本人特性や職業準備性、職業特性の見極めを適切に行った上で、支援メニューを組み合わせて実施しながらステップアップを目指し、最終的に就職につなげる支援手法の開発・検討を目指し、カウンセラーが求職者支援を的確にすすめるための「カウンセラー業務マニュアル」の大幅な改訂を行った。

②　グループディスカッション対策セミナー

就職支援における求職者ニーズに応える為、カウンセラーを講師として実施するグループディスカッション対策のセミナーの企画調整を行い、計９回72名に対し実施した。就職活動の時期に合わせ、基礎知識を習得する準備講座と、より実際の選考に近い形式で行う実践型の対策講座を実施した。

　　③　対人力アップセミナー

　　　就職困難者が、就職にむけて自信をつけるステップとして、コミュニケーションの基礎等をグループワーク形式で学ぶセミナーの企画調整を行った。（３回実施）

２　課内他グループ事業への技術提供

　(1)　就業支援グループとの連携
①　市町村就職困難者就労支援バックアップ事業
　　　就職困難者などに多様な支援を行う地域就労支援事業の担当職員を養成する市町村就職困難者就労支援担当職員養成講座や研修会において、講師やファシリテーター役を行った。また、大阪府及び市町村が共通認識の下、就労支援事業について理解を深めるとともに、事業の効率的・効果的な実施を図るため、諸課題の整理、問題点の解決、情報交換などを行う大阪府・市町村就労支援事業推進協議会に参画した。
　

(2)　女性就業推進グループとの連携
　　①　しごと力プログラムセミナー

平成27年度～28年度にかけて開発した、若年女性が働き続けるために必要な「しごと力」を習得するための人材育成プログラム「しごと力プログラム」を活用した求職者向けセミナーの企画調整を行い、カウンセラーを講師として計８回80名に対し実施するとともに求職者に合わせたプログラムの改善等を行った。

②　女性の活躍推進

女性の職業生活における活躍を推進するため、女性が働き続ける上で直面する課題に、分野を問わず横断的に応え、支援をより効果的に提供するために立ち上げられたOSAKAしごとフィールド女性活躍支援ネットワーク会議において、働く女性・働きたい女性のための相談会実施に係る実施方法検討及び運営に係る技術支援を実施した。
(3)　障がい者雇用促進グループとの連携
　　①　人事担当者のための精神・発達障がい者雇用アドバンス研修
人事担当者を対象とした体験研修や座学研修により、職場内における障がい特性等の理解や協力体制の構築を推進し、精神・発達障がい者の雇用の促進や職場定着の向上をはかるための研修内容の企画検討を行った。
②　大阪府作成「雇用管理ツール」の普及啓発
精神・発達障がい者の雇用管理手法について、府内企業の人事担当者に対してセミナー等による普及・啓発を行い、効果的な雇用管理手法の導入を促進することにより、精神・発達障がい者の職場定着の向上を図る事業において、企画検討や技術支援を行った。

　　③　発達障がい児者関連の会議等
発達障がい児者支援体制整備検討部会・発達障がい児者支援施策庁内推進会議に参画した。

３　関係機関等への情報提供等
(1) 検査ツールの提供

大阪府が独自に開発した「MIO職業興味チェックリスト」、「CaPT性格検査」、 若年者向け「Prep-Y職業興味検査」、「CaPT-Y性格検査」などを進路指導や職業相談に活用できるよう申し出のあった関係機関（教育、労働、福祉など）に提供した。

・検査ツール提供機関数

	項　　　目
	令和元年度
	平成30年度
	平成29年度

	ＭＩＯ職業興味チェックリスト
	3
	9
	6

	ＣａＰＴ性格検査
	3
	9
	6

	Ｐｒｅｐ－Ｙ興味検査
	4
	6
	6

	ＣａＰＴ－Ｙ性格検査
	4
	6
	6


障がい者雇用促進グループ
　障がい者の雇用促進を図るため、大阪府障害者の雇用の促進等と就労の支援に関する条例（大阪府ハートフル条例）を柱とし、各種の障がい者雇用施策を推進した。

１　障がい者雇用ナンバー１に向けた企業の取組み促進

(1)　障がい者雇用への誘導・支援事業

大阪の障がい者の雇用状況を改善し、「障がい者雇用No.1都市・大阪」をめざすため、国等と連携しながら、障がい者雇用率未達成企業の取組みを誘導・サポートするとともに各種の障がい者雇用施策を推進した。

・府に提出された「障がい者雇入れ計画」の達成に向けた事業主への指導・支援

　　・障がい者を雇用しようとする企業へのアドバイスや専門家派遣

　　・事業主と求職障がい者とのマッチング

　　・ハートフル税制による中小事業主における障がい者の雇用継続・拡大の働きかけ

　　・重度身体障がい者や知的障がい者、精神障がい者の雇用の場となる特例子会社の設立促進に向けて、府内に事業所を有する企業に対する働きかけ

(2)　精神・発達障がい者等職場定着支援事業

①　人事担当者のための精神・発達障がい者雇用アドバンス研修

精神・発達障がい者の積極的な雇用や職場定着の促進を図るため、障がい特性を学ぶ研修や、障がい者を雇用している企業での体験型研修を実施した。

	
	令和元年度

	予算額(千円)
	3,679

	決算額(千円)
	3,679

	実績
	84人


②　精神・発達障がい者を中心とした職場体験受入れマッチング支援事業
事業者等の受け入れ準備性を高め、障がい特性に配慮した職場環境の整備等を促進するため、職場体験受入れマッチング会を開催するほか、事業主・支援機関向けの説明会を開催した。
	
	令和元年度

	予算額（千円）
	7,207

	決算額（千円）
	7,207

	実績
	参加企業：61社

参加者：425人

職場体験者：129人


２　企業等の自主的な取組みを促進するための取組

(1)　大阪府障がい者サポートカンパニー制度の運用　（福祉部・教育庁との共管）

障がい者雇用の機運の醸成と更なる拡大をめざして、障がい者雇用や就労支援に積極的・先駆的に取り組む企業を障がい者サポートカンパニーとして登録し、その取り組みを広く周知を行っている。

＜登録実績＞

	企業区分
	登録数
	令和元年度
登録数
	平成30年度

登録数
	平成29年度

登録数

	優良企業
	180
	36
	32
	112

	上記以外
	31
	5
	11
	15

	うち、区分変更した企業
	
	
	3
	0

	計
	211
	41
	43
	127


　　　※更新登録分を含む。

①大阪府障がい者雇用貢献企業（大阪府ハートフル企業）顕彰制度

企業の障がい者雇用を促進するとともに、社会全体としての企業の障がい者雇用への理解を広めるため、大阪府障がい者サポートカンパニー優良登録企業の中から障がい者雇用に貢献した企業の表彰を行った。

（「ハートフル企業大賞」「ハートフル企業教育貢献賞」「ハートフル企業チャレンジ応援賞」）

＜表彰実績＞

	
	令和元年度
	平成30年度
	平成29年度

	表彰企業数
	５社
	４社
	５社


(2)　大阪ハートフル基金運営事業

障がい者の働く場と機会が拡大するよう、障がい者雇用に取り組む企業を支援し、

障がい者の雇用環境の充実を図ることを目的とした事業の経費に充てるため、企業や  府民に対し寄附を募った。
	
	令和元年度
	平成30年度
	平成29年度

	積立額（千円）
	2,380
	3,155
	2,787

	
	うち寄附による額（千円）
	2,373
(27件)
	3,150
(30件)
	2,785
(26件)

	取崩額（千円）
	709
	749
	619


３　働き続けることを支援するための取組

　  手話通訳のできる労働相談員の配置（聴覚障がい者等ワークライフ支援事業）

	
	令和元年度
	平成30年度
	平成29年度

	予算額（千円）
	7,277
	7,145
	7,145

	決算額（千円）
	7,277
	7,145
	7,145


聴覚障がい者などの職業生活の充実を図るため、就職前から就職後までの職業生活に関する相談と職業上のトラブルの解決に対する支援を行う相談員（２名）を、公益社団法人大阪聴力障害者協会に委託して配置した。

＜相談実績＞

	
	令和元年度
	平成30年度
	平成29年度

	相談件数（件）
	950
	952
	958


女性就業推進グループ
女性の有業率向上と活躍推進を図るため、OSAKAしごとフィールドを軸とした女性の就業支援や女性の就業機会拡大に係る取組みを実施した。また、人材確保を必要とする業界への雇用促進に向けた取組を業界団体等と連携し、実施した。

１　ＯＳＡＫＡしごとフィールドを軸とした女性の就業支援　

OSAKAしごとフィールド運営事業内で実施のため、下記はOSAKAしごとフィールド運営事業の予算、決算額を再掲。

	
	令和元年度
	平成30年度
	平成29年度

	予算額（千円）
	112,966
	114,177
	131,453

	決算額（千円）
	111,383
	111,091
	125,447


※平成28年度以前は、「OSAKAしごとフィールド運営事業」、「OSAKAしごとフィールド　働くママ応援コーナー運営事業、OSAKAしごとフィールド」、「働くママ応援コーナー　一時保育提供機能運営事業」として実施。

(1)働くママ応援コーナーの運営

①働くママ応援コーナー
仕事と子育ての両立をめざす方向けに希望条件を踏まえたキャリアカウンセリングや、無理なく働くための保育や生活に関するカウンセリングを実施した。　
②民間保育所連携


民間保育所と連携し、OSAKAしごとフィールドでの支援サービスの利用や面接などの就職活動を行う間に、子どもの一時保育サービスを実施した。

(2)女性の活躍推進
①女性が働き、働き続けるためのお悩み相談会を開催
　　　女性の職業生活における活躍を推進するため、関係機関同士と連携し、

女性のためのお悩み相談会を実施

＜実績＞

	　　　　
	令和元年度
	平成30年度
	平成29年度

	実施回数
	1回※
	2回
	2回

	参加者数
	36人
	53人
	74人


※2回実施予定としていたが、新型コロナウイルスの感染拡大防止のため中止した。
(3)若年女性への就業支援

①具体的な就職活動を行っていない等、「非労働力状態」にある若年女性の就業支援を実施するため、集客イベントを実施し、OSAKAしごとフィールドへの誘導を図った。

＜実績＞
	　　　　
	令和元年度
	平成30年度
	平成29年度

	イベント回数
	1回
	1回
	1回

	参加者数
	270人
	233人
	148人


２　女性の就業機会拡大に係る取組み
(1)企業主導型保育事業推進事業（再掲）

	
	令和元年度
	平成30年度
	平成29年度

	予算額（千円）
	26,916
	32,335
	20,217

	決算額（千円）
	26,378
	32,136
	19,940


　企業向け相談窓口の設置、企業向けセミナー等を実施し、平成28年４月に仕事と子育ての両立に資することを目的として内閣府が創設した「企業主導型保育事業」を活用した企業主導型保育施設の設置や利用を促進した。
３　人材確保を必要とする業界への雇用促進　

(1) 公民協働人材確保推進事業（再掲）

	
	令和元年度
	平成30年度
	平成29年度

	予算額（千円）
	166,455
	90,617
	75,909

	決算額（千円）
	154,539
	87,794
	70,290


厚生労働省の地域活性化雇用創造プロジェクト補助金や、内閣府の地方創生推進交付金を活用して、人材を必要とする業界（製造関連、運輸関連、建設関連、インバウンド関連）の団体などと協働し、「業界のイメージアップ（魅力発信）」と「人材（正社員）確保」の取組みを実施した。

　①大阪人材確保推進会議の運営
製造・運輸・建設の3業界の人材確保支援を目的として、業界団体、経済団体や金融機関などと相互連携・協力を図るため、平成28年12月に設置した大阪人材確保推進会議に、新たにインバウンド関連の業界団体を追加。会議構成員との連携強化のため、府に非常勤職員1名を配置し、業界団体等の課題に応じた事業を実施した。
②業界のイメージアップ支援（働き続けられる職場の環境整備、業界の魅力発信）

　　OSAKAしごとフィールドに中小企業人材支援センターを設置し、今の求職者に発信すべき情報や、発信方法に関するセミナー・相談会を実施した。

また、業界のイメージアップの旗手となる企業をめざす企業向けプログラム（「ワークアップ計画」）を、大阪人材確保推進会議の構成員である業界団体の推薦企業に対して提供。プログラムの全過程を修了した企業11社を、「大阪人材確保推進会議　Ｅ（イー）カンパニー」に認定予定。
　③人材（正社員）確保支援

　　　大阪府の総合就業支援拠点OSAKAしごとフィールドに製造関連、運輸関連、建設関連、インバウンド関連分野への職種志向の拡大を図るカウンセラーを7名配置した。カウンセリングや業界団体等と連携したセミナーを通じ、女性・若者（高校生、大学生含む）1,268人を4分野への正社員就職に導いた。　　　
④高校1～2年生に向けた魅力発信（高校生地域就職促進事業）
	
	令和元年度
	平成30年度
	平成29年度

	予算額（千円）
	7,879
	2,531
	2,558

	決算額（千円）
	7,879
	2,483
	2,497


　　　※平成30年度以前は、「ものづくり企業魅力発信事業」の一環として、高校1～2年生を対象とした「高校生インターンシップ事業」を実施。内閣府の地方創生推進交付金を活用する「若者・大阪企業未来応援事業」の一環で実施しているが、事業目的は4分野への視野拡大、4分野の魅力発信のため、府の予算上は「公民協働人材確保推進事業」内で要求。

　　　　人材確保に課題を抱える製造関連・運輸関連・建設関連・インバウンド関連の企業を中心とした府内中小企業の人材育成を促進することを目的に、高校生を対象としたインターンシップのコーディネートを実施した。
雇 用 推 進 室 　人 材 育 成 課

　　　産業人材育成グループ・・・・・・・・・・・・・141
　　　技術専門校グループ・・・・・・・・・・・・・・145
　　　委託訓練グループ・・・・・・・・・・・・・・・148
産業人材育成グループ
　労働者が職業生活の全期間を通じ職業能力の開発･向上を図ることができる環境を整備するため、従業員に対し職業能力の開発･向上を図ろうとする事業主などに、必要な支援を行った。

　また、技能労働者の技能水準を高めその地位の向上を図るための技能検定などを実施し、技能尊重気運の一層の高揚に努めた。

１　認定職業訓練（職業能力開発促進法第１３条）

認定職業訓練の実施状況は、次のとおりである。※令和元年度の実施状況は現在集計中につき、平成30年度の数字を記載。
	
	共　　　同
	単　　　独
	合　　　計

	
	団体数
	修了者数
	事業所数
	修了者数
	団体等数
	修了者数

	普通職業訓練
	普通

課程
	4 
	23
	3 
	45 
	7 
	68 

	
	短期

課程
	30 
	3,670
	27 
	8,013 
	57
	11,683

	高度職業訓練
	専門

課程
	－
	－
	1 
	13 
	1 
	13 

	
	専門短期課程
	－
	－
	－
	－
	－
	－

	合　　　計
	34  
	3,693 
	31
	8,071
	65
	11,764


２　大阪府認定職業訓練運営費等補助金（職業能力開発促進法第１５条の３、雇用保険法第６３条）

	
	令和元年度
	平成30年度
	平成29年度

	予算額（千円）
	32,751
	32,426
	31,432

	決算額（千円）
	31,649
	26,590
	29,785


中小企業事業主が共同又は単独で行う認定職業訓練に対し、次のとおり補助を行った。

(1) 運営費　　事業所数：19事業所
31,648,802円
３　職業訓練指導員免許証の交付（職業能力開発促進法第２８条）

職業能力開発促進法に定める職業訓練指導員免許を受ける者の資格の審査及び免許証の交付を行った。

新規交付件数：111件、再交付件数：１件
４　技能尊重気運の醸成

技能労働者の技能水準及びその経済的社会的地位の向上を図るため、技能検定を実施するとともに、各種技能競技大会の開催などにより技能尊重気運の醸成に努めた。

(1) 技能検定（職業能力開発促進法第44条）

技能労働者の有する技能を一定の基準によって評価し、これを公証する国家検定制度で、令和元年度においては、園芸装飾（室内園芸装飾作業）をはじめ93職種149作業（随時級51職種79作業）について実施した。 

なお、技能検定の円滑な推進を図るため、試験に関する業務の一部を大阪府職業能力開発協会に行わせている。
	区分

級別
	受　検　申　請　者

（人）
	合　　格　　者

（人）
	合　　格　　率

（％）

	特級
	330
	36
	10.9 B4＝B3/B2 \# "0%" 

 B3/B2＝B4 \# "0%" 

 B3/B2＝B4 \# "0%" 

	1級
	3,407
	1,703
	50.0

	2級
	3,579
	1,780
	49.7

	3級
	1,325
	952
	71.8

	単一等級
	177
	117
	66.1

	随時2級
	131
	1
	0.8

	随時3級
	3,094
	590
	19.1

	基礎級
	5,679
	4,734
	83.4

	計
	17,722
	9,913
	55.9


(2) 技能五輪大阪府大会

技能五輪全国大会の予選として技能五輪大阪府大会を実施した。

令和元年度技能検定前期実技試験実施時

○７職種（機械組立て、旋盤、フライス盤、自動車板金、電子機器組立て、貴金属装身具、フラワー装飾）：２１名

　平成３０年度技能検定後期実技試験実施時
　　○２職種（配管、電工）：８名

　　（参考）第５７回技能五輪全国大会（令和元年１１月）出場者、計５３名
　　　　　大阪府大会からの出場者１３名
　　　　　その他の出場者４０名
　　　　　・過去に大阪府大会に参加し出場資格を得た者のうち、対象年齢の者　１３名
　　　　　・全国大会関係団体からの被推薦者（中央協会経由）　　　　　　　　１０名

　　　　　・地方大会を行わない職種から　　　　　　　　　　　　　　　　　　１７名
　　　　※　検定以外の方法で選出したものを含む

(3) 大阪府職業能力開発促進大会

職業能力開発と技能検定の普及拡大を推進するとともに、技能振興を広く啓発する

など技能尊重気運の醸成や技能者の地位向上に努めた。

①主　　催　大阪府・大阪府職業能力開発協会・一般社団法人大阪府技能士会連合会

②開催日　令和元年11月25日（月）

③場　　所　大阪市中央公会堂（大阪市北区中之島1－1－27）
  ④行事内容　  なにわの名工、若葉賞に加え、技能検定成績優秀者、技能五輪全国大会成績優秀者、技能競技大会成績優秀者など、優秀な技能者を表彰した。

また、職業能力の開発・向上、技能検定及び技能振興の推進に功績のあった関係者などを表彰した。

５　大阪府職業能力開発協会への補助（職業能力開発促進法第87条）

職業訓練、技能検定の普及及び振興を図るため、技能検定試験に関する業務などを　行っている大阪府職業能力開発協会に対して補助金を交付した。
	
	令和元年度
	平成30年度
	平成29年度

	予算額（千円）
	124,618
	124,928
	110,650

	決算額（千円）
	98,521
	119,372
	103,839


６　産業人材の育成に向けた取り組み

（１）インターンシップの実施
大学の夏季・春季休暇期間に、大学及び企業と連携し、インターンシップを実施した。（参考：学生地域就職推進事業（就業促進課企業支援グループの頁参照））
・参加学生数：64名 

・登録企業数：64社
・受入企業数：27社

（２）大学や経済団体と連携した実践型キャリア教育の促進
　　若者の職業観・就業意識醸成に向けた取り組みの一環として、（一社）関西経済同友会との連携により、大阪府が企業と大学等の橋渡しを行い、企業人が大学に赴く出前講座を実施するとともに、産学協働人材育成機構（AICE）との協働のもと、大学が企業・行政・地域と連携し、それぞれが抱える実践的な課題を学生の力により解決を図る課題解決型授業「PBL（Project Based Learning）」の実施に協力した。
1 企業人による出前講座
令和元年度の実績：17講座

・開講大学：関西外国語大学、関西福祉科学大学、桃山学院教育大学、大阪大谷大学、大阪成蹊大学、芦屋大学、帝塚山学院大学、プール学院短期大学
・協力企業：14社（関西経済同友会会員企業）
　　 

2 課題解決型授業（PBL）
令和元年度の実施大学：関西外国語大学、帝塚山学院大学、四天王寺大学
技術専門校グループ

１　高等職業技術専門校等における普通職業訓練等の実施

　労働者の職業に必要な能力を開発し、その能力を向上させるため、府内５か所の公共職業能力開発施設において職業訓練を実施した。

	
	令和元年
	平成30年度
	平成29年度

	予算額（千円）
	599,595
	612,381
	679,078

	決算額（千円）
	562,623
	516,306
	639,549


(1) 普通職業訓練普通課程（職業能力開発促進法第15条の7）

1年間ないし2年間の比較的長期にわたる訓練として、北大阪・東大阪・南大阪高等職業技術専門校の3施設内で訓練を実施した。
	
	令和元年度
	平成30年度
	平成29年度

	科目数
	17科目
	17科目
	17科目

	訓練人員
	270人
	289人
	329人


　

(2) 普通職業訓練短期課程（職業能力開発促進法第15条の7）

6か月間など比較的短期の訓練として、東大阪校、夕陽丘校内で訓練を実施した。（障がい者訓練を除く）

	
	令和元年度
	平成30年度
	平成29年度

	科 目 数
	4科目
	4科目
	10科目

	訓練人員
	149人
	156人
	443人


(3) 障がい者職業訓練（職業能力開発促進法第15条の7）
知的障がい者、身体障がい者、発達障がい者及び精神障がい者を対象として、大阪障害者職業能力開発校及び、北大阪・夕陽丘高等職業技術専門校の3施設内において訓練を実施したほか、社会福祉法人に委託して訓練を実施した。

	
	令和元年度
	平成30年度
	平成29年度

	施設内
	科 目 数
	11科目
	11科目
	11科目

	
	訓練人員
	140人
	157人
	142人

	委 託
	科 目 数
	12科目（14コース）
	13科目（15コース）
	12科目（14コース）

	
	訓練人員
	128人
	143人
	147人


 (4) テクノ講座の実施

在職者を対象に、新しい知識やより高度な技能の習得及び資格取得を容易にするため多様な訓練を実施し、職業能力開発の促進を図った。

実施校：北大阪・東大阪・南大阪・夕陽丘高等職業技術専門校及び大阪障害者職業能力開発校の5施設
	
	令和元年度
	平成30年度
	平成29年度

	実施講座数
	112講座
	114講座
	126講座

	実施定員
	1,312人
	1,118人
	1,670人

	受講者数
	1,009人
	841人
	1,283人


※　オーダーテクノを含む

２　訓練手当の支給（労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用の安定及び職業生活の
充実等に関する法律第18条第2号・大阪府訓練手当支給規則）

技能習得意欲の向上を図るとともに、訓練の受講を容易にするため、府内の公共職業安定所長の受講指示があった生徒に訓練手当を支給した。

	
	令和元年度
	平成30年度
	平成29年度

	予算額（千円）
	265,587
	286,452
	376,966

	決算額（千円）
	260,338
	275,309
	315,333

	支 給 人 員
	222人
	240人
	306人


３　高等職業技術専門校機械器具整備

高等職業技術専門校において、訓練用機械器具を整備した。

	
	令和元年度
	平成30年度
	平成29年度

	予算額（千円）
	69,725
	77,158
	57,797

	決算額（千円）
	62,599
	76,341
	56,540

	整 備 点 数
	268点
	229点
	222点


４　職業訓練指導員研修
技術革新の進展や訓練科目の再編に対応した職業訓練能力の向上、就職困難者層に　対応した職業訓練に不可欠な相談援助能力の向上を図るなど、職業訓練指導員の資質　向上を図るための研修を実施した。（各校により実施。）
	
	令和元年度
	平成30年度
	平成29年度

	予算額（千円）
	2,887
	3,187
	2,049

	決算額（千円）
	2,311
	2,476
	1,416


５　訓練科目の開発・再編

就職氷河期世代の安定就労支援のため、以下の科目において上限年齢を４４歳に引上げ
・北大阪校　金属加工科、組込みシステム科、建築設計科、産業ロボットシステム科、
　　　　　　精密加工科

・東大阪校　機械加工技術科、溶接・板金技術科、機械CAD設計科、電気工事科
・南大阪校　自動車・車体整備科
　訓練科目名称の変更
　　・変更前：芦原校　ビル・ハウスクリーニング科
　　・変更後：夕陽丘校　ビルクリーニング管理科
　　　　※芦原校の訓練科目は夕陽丘校へ移転
委託訓練グループ   

１　離職者等再就職訓練事業の実施　

離職者や職業能力形成機会に恵まれなかった求職者の訓練受講機会の確保と、早期就職を支援するため、短期の職業訓練を民間教育訓練機関等に委託して実施した。

	
	令和元年度
	平成30年度
	平成29年度

	予算額（千円）
	1,119,535
	953,579
	978,305

	決算額（千円）
	1,011,813
	880,080
	808,910

	コース数（コース）
	196
	202
	200

	受講者数（人）
	3988
	3,946
	3,671


（決算額には他部局執行分を含む）
２　障がい者短期職業訓練の実施
障がい者の就職を促進し就職に必要な知識・技能を習得できるよう、障がい者の能力や適性、障がい者雇用ニーズに対応した多様な職業訓練を社会福祉法人等の民間教育訓練機関に委託して実施した。
	
	令和元年度
	平成30年度
	平成29年度

	予算額（千円）
	47,946
	77,038
	86,275

	決算額（千円）
	32,972
	60,764
	59,524

	科目数（科目）
	19
	28
	40

	受講者数（人）
	149
	217
	214


（決算額には他部局執行分を含む）
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